
　　　柏市狭あい道路拡幅整備指導要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　制定　平成２２年１２月２０日
　　　　　　　　　　　　　　　　施行　平成２３年　４月　１日

（目的）
第１条　この要綱は，狭あい道路に接する敷地において建築等行為をしようとする建築主及び工作物の築造主（以下「建築主等」という。）並びに建築等行為をした建築主等に対し，拡幅整備について必要な指導を行うことにより，狭あい道路における避難及び通行の安全の確保を図り，もって良好な市街地の形成及び市民の生活環境の向上に資することを目的とする。
（定義）
第２条　この要綱で使用する用語は，建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）において使用する用語の例による。

２　前項に定めるもののほか，この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 狭あい道路　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第１項に規定する市街化区域内に存する建築基準法第４２条第２項に規定する道路であって，次に掲げるもの以外のものをいう。
ア　都市計画法第２９条第１項の規定による許可を受けた開発行為の区域内に存する道路
イ　都市計画法第２９条第１項第３号から第６号までに規定する開発行為の区域内に存する道路
(2) 建築等行為　次のいずれかに該当する行為をいう。

ア　建築

イ　大規模の修繕

ウ　大規模の模様替

エ　建築物の用途を変更して建築基準法第６条第１項第１号の特殊建築物のいずれかとする行為（当該用途の変更が建築基準法施行令で指定する類似の用途相互間におけるものである場合を除く。）

オ　建築物の敷地を造成するための擁壁の築造

(3) 後退用地　建築基準法第４２条第２項の規定により狭あい道路の境界線とみなされる線（以下「後退線」という。）のうち建築等行為に係る敷地に接する部分と同項の規定による指定を受ける直前に道の境界線であった線のうち当該建築等行為に係る敷地に近いものの当該部分に相当する部分との間に存する土地をいう。
(4) 拡幅整備　後退用地に存する建築物，擁壁，植栽その他の物を撤去し，当該後退用地に舗装をし，及び当該後退用地に係る後退線を明らかにするためのEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(くい),杭)又は金属標（以下「後退EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぐい),杭)」という。）を設置することをいう。
　（狭あい道路拡幅整備事前協議書の提出に関する行政指導）
第３条　市長は，建築主等が狭あい道路に接する敷地において建築等行為をしようとするときは，当該建築主等に対し，次に掲げる事項を記載した狭あい道路拡幅整備事前協議書を市長に提出するよう指導するものとする。

　(1) 建築主等の氏名及び住所（法人にあっては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）並びに連絡先

  (2) 狭あい道路に接する敷地及び狭あい道路の位置

　(3) 狭あい道路の市道又は私道の別

  (4) 狭あい道路が市道である場合にあっては，狭あい道路の境界査定の実施の有無

  (5) 狭あい道路に係る建築基準法第４２条第２項の規定による指定を受ける直前の道の幅員

(6) 後退用地の幅員，当該後退用地と狭あい道路に接する敷地とが接する部分の延長及び当該後退用地の面積並びに当該後退用地内に存する建築物，擁壁，植栽その他の物

(7) 後退用地（柏市道に接するものに限る。）の市に対する寄附の予定

  (8) 建築等行為の内容及び工事予定期間

　(9) 拡幅整備の内容及び工事予定期間

２　市長は，建築主等に対し，前項の規定による狭あい道路拡幅整備事前協議書の提出を，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める時までにするよう指導するものとする。

(1) 狭あい道路拡幅整備事前協議書に係る建築等行為が建築基準法第６条第１項（同法第８７条第１項及び第８８条第１項において準用する場合を含む。）又は同法第６条の２第１項（同法第８７条第１項及び第８８条第１項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請（以下「確認申請」という。）を要するものである場合　確認申請をしようとする日の１４日前

(2) 狭あい道路拡幅整備事前協議書に係る建築等行為が確認申請を要しないものである場合　建築等行為に係る工事の着工をしようとする日の１４日前

３　市長は，建築主等に対し，第１項に規定する狭あい道路拡幅整備事前協議書に次に掲げる図書を添付するよう指導するものとする。

(1) 付近見取図（建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１条の３表１の（い）項又は第３条表１に掲げる付近見取図をいう。以下同じ。）

  (2) 配置図（建築基準法施行規則第１条の３表１（い）項又は第３条表１に掲げる配置図をいう。以下同じ。）

　（拡幅整備に関する行政指導）
第４条　市長は，建築主等が狭あい道路に接する敷地において建築等行為をしようとするとき又は建築等行為をしたときは，当該建築主等に対し，拡幅整備をするよう指導するものとする。
２　市長は，建築主等が拡幅整備をしようとするときは，当該建築主等に対し，あらかじめ狭あい道路と敷地との境界及び後退用地の範囲を確定するよう指導するものとする。
　（狭あい道路拡幅整備完了報告書の提出に関する行政指導）

第５条　市長は，建築主等が拡幅整備を完了したときは，当該建築主等に対し，速やかに，次に掲げる事項を記載した狭あい道路拡幅整備完了報告書を市長に提出するよう指導するものとする。

　(1) 建築主等の氏名及び住所（法人にあっては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）並びに連絡先

(2) 狭あい道路に接する敷地及び狭あい道路の位置

(3) 設置した後退EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぐい),杭)の種類，数及び設置年月日

(4) 後退用地の舗装の方法

(5) 確認申請を要する建築等行為に伴い拡幅整備をした場合にあっては，当該建築等行為に係る建築基準法第６条第１項（同法第８７条第１項及び第８８条第１項において準用する場合を含む。）又は同法第６条の２第１項（同法第８７条第１項及び第８８条第１項において準用する場合を含む。）の規定により交付された確認済証の交付年月日及び番号

２　市長は，建築主等に対し，前項に規定する狭あい道路拡幅整備完了報告書に次に掲げる図書及び写真を添付するよう指導するものとする。
　(1) 付近見取図

  (2) 配置図

  (3) 後退用地及び設置した後退EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぐい),杭)の状況を撮影した写真

（適用除外）

第６条　建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地が既に拡幅整備がされている後退用地に接するものであるとき（建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地が複数の後退用地に接する場合にあっては，当該複数の後退用地のすべてが既に拡幅整備がされているものであるとき）は，第３条の規定は，適用しない。
２　建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地又は建築主等が建築等行為をした狭あい道路に接する敷地が既に拡幅整備がされている後退用地に接するものであるとき（建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地又は建築主等が建築等行為をした狭あい道路に接する敷地が複数の後退用地に接する場合にあっては，当該複数の後退用地のすべてが既に拡幅整備がされているものであるとき）は，第４条第１項の規定は，適用しない。

（補則）

第７条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地がこの要綱の施行の日（以下「施行日」という。）前に舗装がされている後退用地に接するものであるとき（建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地が複数の後退用地に接する場合にあっては，当該複数の後退用地のすべてが施行日前に舗装がされているものであるとき）は，第３条の規定は，適用しない。

３　建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地又は建築主等が建築等行為をした狭あい道路に接する敷地が施行日前に舗装がされている後退用地に接するものであるとき（建築主等が建築等行為をしようとする狭あい道路に接する敷地又は建築主等が建築等行為をした狭あい道路に接する敷地が複数の後退用地に接する場合にあっては，当該複数の後退用地のすべてが施行日前に舗装がされているものであるとき）は，第４条第１項の規定は，適用しない。

４　施行日前に完了した拡幅整備については，第５条の規定は，適用しない。
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